
広島県子供未来応援課

子育て・教育に係る負担を
社会がどこまで支援すべきか？

第３回車座会議 （令和6年7月30日開催予定）
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将来推計人口と人口構造（広島県）

➢ 本県の人口は、H10（1998）年の288万人をピークに減少。R32(2050)年には ピーク時から約65万人減
（△22.6％）の223万人になると推計

➢ 生産年齢人口は、R2～R32の30年間で，約47万人減少。高齢者人口は，R22（2040）年にピークを迎えるまで
緩やかに増加し、その後減少（R2～R22の20年間で約3.5万人増加、R22～R32の10年間で約2.4万人減少）。
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市町別・若年人口は２～６割減少（2050年）
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➢ 0～14歳、15～64歳の2050年の推計人口は、2020年の人口と比較して県内すべての市町において減少。

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（R5(2023年)推計））
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5/Hiroshima Prefectural Government 出所：広島県人口移動統計調査（年報）（乙調査）

＜年齢階級別転出入超過の推移＞

人口減少（社会減）の現状

➢ 本県の社会動態は平成28年以降、転出超過で推移。
➢ 年齢階級別にみると、 「20～24 歳」の転出超過が大きな割合を占め、令和２年以降、拡大し続けている。
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（厚生労働省「人口動態月報年計」より）

出生数・合計特殊出生率の推移（広島県）

➢ 広島県の出生数は、S48年以降減少が続き，R2年に2万人を割り込んだ。R5年は16,682人。
➢ 合計特殊出生率は、全国平均を上回って推移してはいるものの、少子化に歯止めをかけることはできてい
ない。

ピークはS48年
50,639人
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少子化（人口構造の変容）がもたらす影響

人口減少

特に生産年齢人口
の減少

経済成長率
の低下

行政サービス
の低下

社会保障
制度の破綻

2020年 2050年

出典：国立社会保障・人口問題研究所HP （https://www.ipss.go.jp/）

✓ 労働供給の減少

✓ 現役世代の負担増

✓ 税収入の減／税負担の増

✓ 社会保障制度を維持することが
困難に

✓ 経済・市場規模の縮小

✓ 地域・社会・経済の担い手の不足

1965年
9.1人に１人
【胴上げ型】

2020年
2.1人に１人
【騎馬戦型】

2050年
1.2人に１人
【肩車型】

1965年
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予定している子供数・希望する子供数
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・予定している子供数と希望している子供数の関係

➢ 希望する子供数は、8割以上の人が「2人以上」、3割以上の人が「3人以上」を希望している。
➢ 希望の子供数を持てていない（希望＞予定）割合は31.1％であった。
➢ 男女別では、女性の方が希望の子供数を持てていない割合が高かった（女性35.8％、男性27.6％）。

予
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・本当に持ちたい（持ちたかった）と希望する子供数 0人 1人 2人 3人 4人以上

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）
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希望の子供数を持たない理由

➢ 希望の子供数を持たない理由として、「全体」では、経済的負担に係る理由が多く、次いで、時間
的余裕がないとの理由が多かった。
（※グラフは、「全体」の順位が高い順。多数の選択肢の重みづけが可能なMaxDiff法により点数化）

➢ 予定している子供数が0人の場合は、欲しいができない、不妊治療の負担が上位であった。

0.00 2.00 4.00 6.00 8.00 10.00 12.00 14.00

出産や子育て・教育にお金がかかりすぎる（将来的負担への不安）

出産・子育てする経済的余裕がない（現在の収入や資産が不足）

現在の生活で手いっぱい（出産や子育ての時間的余裕がない）

自分やパートナー（配偶者）が高齢である

欲しいができない

出産や子育てに関し自分やパートナー（配偶者）の健康面での不安がある

子供１人に充分なお金をかけたい

不妊治療に対する身体的・時間的な負担が大きい

不妊治療にお金がかかりすぎる

つわりや出産時の痛み、体調不良を経験したくない

これ以上自分の時間や余裕がなくなるのは嫌

子供が増えることによる精神的負担が重たい

自分の仕事(勤めや家業)に差し支える

パートナー（配偶者）の家事・育児への協力が十分に得られない

パートナー（配偶者）が子供をほしがらない

パートナー（配偶者）との関係が良くない・子供を欲しいと思わない等

住宅が狭い

住んでいる地域の保育環境が十分でない

親や祖父母、親戚からの協力が十分に得られない

子どもがのびのび育つ環境ではない（遊び場がないなど）

住んでいる地域の医療機関が十分でない

子育てに喜びや楽しさを感じない

全体
0人
1人以上

（点）

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）

予定してい
る子供数
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希望の子供数を持てた理由

➢ 希望どおりの子供の数を持てた理由として、心情的な理由が大きく、次いで家事・育児の分担、親
等からの協力であった。（※グラフは、「全体」の順位が高い順。多数の選択肢の重みづけが可能なMaxDiff法により点数化）

➢ 家事・育児の分担、親等からの協力は、女性（18～34歳）で特に大きい傾向が見られた。(青丸)

0.00 2.00 4.00 6.00 8.00 10.00 12.00

パートナー（配偶者）との子供がほしいと思ったから

育児の精神的負担感より得られる喜びの方が大きいから

たいていのことは乗り越えられるという安心感があったから

パートナー（配偶者）が子供をほしがったから

パートナー（配偶者）が家事・育児を分担してくれたから

親や祖父母、親戚からの協力が十分に得られたから

健康面での不安がなかったから

家族や友人の精神的なサポートがあったから

比較的若い年代で結婚し、妊娠・子育ての十分な時間があったから

子どもがのびのび育つ環境だったから

自分の仕事(勤めや家業)に差し支えがなかったから

不妊に悩むことがなかったから

出産・子育て・教育にかかる経済的な不安（将来への不安）はなかったから

出産や子育てのための経済的余裕はあったから

住んでいる地域の保育環境が十分であったから

住んでいる地域の医療機関が十分であったから

つわりや出産時の痛み、体調不良をそれほど負担に感じなかったから

不妊治療によって授かることができたから

出産や子育て・教育に関する行政の経済的支援が活用できたから

地域の保健師や助産師のサポートがあったから

勤め先の住居手当や行政の支援、公営住宅等の利用ができたから

不妊治療に対する行政の支援が活用できたから

全体 男性18-34歳

男性35歳以上 女性18-34歳

女性35-49歳

（点）

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）
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もう一人出産・子育てをしようという意思決定につながる支援

➢ もう一人出産・子育てをしようという意思決定につながる支援策については、「妊娠・出産・子育
ての経済的負担のさらなる軽減」が最も多く39.4％であった。

➢ 「妊娠・出産・子育ての経済的負担のさらなる軽減」を回答した割合は、男性より女性が高く、子
の学齢が低いほど高い傾向があった。

区分
不妊治療へ
の支援

妊娠・出
産・子育て
の心理的負
担を軽減す
るサービス
の充実

妊娠・出
産・子育て
の経済的負
担のさらな
る軽減

子育てに係
る身体的負
担を軽減す
るサービス
の充実

夫婦が共に
働きながら
子育てしや
すい社会や
職場環境の

整備

その他 わからない

n数

全体 (2,044) 7.9 7.5 39.4 10.8 14.8 1.7 17.9

性年代別
（本人）

男性18-34歳 (195) 9.6 11.1 39.9 10.6 9.1 1.0 18.7
男性35歳以上 (976) 8.4 8.6 35.1 11.1 15.1 1.9 19.8
女性18-34歳 (235) 4.0 7.8 53.8 9.4 12.5 1.4 11.1
女性35-49歳 (638) 8.2 4.6 40.6 10.9 16.9 1.7 17.2

子の学齢別

3歳未満 (466) 5.4 9.8 50.4 8.1 13.4 1.4 11.5
3～6歳（未就学児） (526) 7.0 8.2 47.2 10.0 14.7 1.7 11.1

小学生 (816) 5.5 8.1 41.6 13.4 15.2 2.2 14.0
中学生 (370) 6.8 6.9 38.6 14.3 14.9 1.6 16.9

高校生以上 (394) 3.0 4.7 36.0 12.9 17.4 1.6 24.3

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）
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行政が行う経済的負担軽減策、所得を増やすための支援

・行政が行う経済的負担の軽減策
項目 (%)

「子育て家庭の所得を増やす」ことが重要である 22.4

「子育て・教育に係る費用を公費で負担する」ことが重要である 18.8

「子育て家庭の所得を増やす」「子育て・教育に係る費用を公費で負担する」両方が重要である 49.9

「子育て家庭の所得を増やす」「子育て・教育に係る費用を公費で負担する」両方とも重要でない 8.9

区分

若者が正規雇
用に就けるよ
う支援する
こと

子どもを出産
しても、夫婦
が共に働き続
けられる制度
を整えること

子どもを出産
後に、再就職
できるよう支
援すること

安心して子ど
もを預けられ
る保育施設を
充実させる
こと

夫婦が共に働
きながら子育
てしやすい、
職場風土を作
ること

その他

n数
全体 (1478) 39.1 57.8 44.6 56.9 62.6 3.4

性年代別
（本人）

男性18-34歳 (141) 31.5 49.0 35.0 57.3 54.5 0.0
男性35歳以上 (682) 39.6 53.3 40.2 53.1 54.9 3.3
女性18-34歳 (175) 34.2 69.9 50.0 63.6 74.4 3.2
女性35-49歳 (480) 42.3 62.6 51.7 59.8 71.5 4.6

・所得を増やすための支援 (単位：%)

➢ 行政が行う経済的負担の軽減策については、「所得を増やす」及び「子育て・教育に係る費用を
公費で負担する」両方が重要との回答が最も多く49.9％であった。

➢ 所得を増やすための支援として重要だと思うことについては、「夫婦が共に働きながら子育てし
やすい職場風土を作ること」が最も多く62.6％であった。

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）
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ライフステージに応じた子育て家庭への公費負担の現状

※転出超過対策（参考）

出会い・結婚 妊活 妊娠・出産 乳児期 小・中学校 大学・専門学校等 就職幼児教育 高校

≪

全
国
的
な
支
援
制
度≫ 0～2歳児の

保育は無償
化の対象外

②妊婦健診・産婦健
診
妊娠中14回、産後2回
の健診費用約11.5万
円助成
（市町から受診券配付）

①出産・子育
て応援交付金
妊娠時に5万円
出生時に5万円

④幼児教育・保
育の無償化
3歳以上の保育

所・幼稚園等の
利用料は無償化

③出産一時
金
各保険制度
からの給付金
50万円

⑤義務教育
授業料は無償
教科書も無償

⑥高校授業料
の実質無償化
年収910万円未

満の世帯まで、
授業料等無償化

低所得世帯に対
する奨学給付金

⑦児童手当
R6年10月から拡充
3歳未満
第1・2子 1.5万円
第3子以降 3万円

3歳～18歳
第1・2子 1万円
第3子以降 3万円

⑧高等教育の
修学支援新制度
低所得世帯に対する
入学金・授業料の減
免、給付型奨学金制
度
R7から子供3人以上の

多子世帯は所得制限
を設けず第1子から無
償化

給食費
は有料

【R6県負担】
3億円

【R6県負担】
31億円

【R6県負担】
公立分44億円
私学分60億円

【R6県負担】
62億円

【R6県負担】
公立分1億円
私学分8億円

⑨不妊検
査・一般不
妊治療の助
成
自己負担の
1/2を助成
上限5万円

⑩特定不妊
治療の助成
1回の治療に
つき5万円ま
たは30万円
×6回まで

⑬乳幼児医療
費
1回当たり500円

の自己負担上
限を超える医療
費を公費で負担

⑫産後ケア事業
等の利用料助成

産前・産後の心
身のケアやサ
ポートの利用料
（数百円～数千
円/回）の半額を
助成

⑪ネウボラ補助
金
産科医療機関へ
の通院補助など

市町の実状に応
じた支援に充当

ひろしまDX人
材育成奨学金
情報学部等の
学生の県内定
着を促すため、
県内企業等に8

年間就職した場
合は返還免除さ
れる奨学金

【R6県予算】
4千万円 【R6県予算】

2千万円

【R6県予算】
1億2千万円

【R6県予算】
15億6千万円

【R6県予算】
2億円

【R6県予算】
1億8千万円

小・中学生
の医療費は、
全23市町が
支援を実施
（うち4市町

は入院の
み）

高校生の医
療費は、県
内17市町が

支援を実施
（うち1市は
入院のみ）

≪

県
独
自
の
支
援
制
度≫
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現状の負担額、拡充した場合の追加必要額等

支援等の現状

現状の負担額の目安
①年収500万円世帯
②年収700万円世帯

拡充した場合の追加必
要額

(単純に納税者人口※で
割った場合の負担額)

期待される効果、留意点等

月額 総額（期間）

0～2歳
保育料

・第2子半額、第3子以降無
償、住民税非課税世帯は無
償
（参考）3～5歳児は無償

（第1子）
①41,600円
②52,450円

（第1子）
①998,400円(2年)
②1,258,800円(2年)
※1～2歳の2年と仮
定

仮に無償化した場合の
所要額：約47億円
(約3,200円/人・年)

・複数の文献等において、保育料
の引き下げが、出生率にプラスの
影響を与える可能性が示されてい
る。
・希望のライフコースで両立コース
が最多であり、共働き世帯が増え
る中、就業意欲につながる。

小・中
学校の
給食費

・就学援助制度により、住民
税非課税世帯等は無償

①②
小学校4,776円
中学校5,414円

①②
小学校：343,872円(6
年)
中学校：194,904円(3
年)

仮に無償化した場合の
所要額：約110億円
(約7,600円/人・年)

・給食費をめぐる子供の貧困や格
差の解消につながる。
・国において、無償化の実現に向
けてR6年度に実態調査を実施し
ており、今後具体的な方策を検討
予定

高校授
業料

【公立】
年収910万円未満実質無償
【私立】
年収350万円まで実質無償、
350～590万は33,000円/月
補助、590～910万円は9,900
円/月補助

【公立】
①② 0円
【私立】
①2,654円
②25,754円

【公立】
①② 0円(3年)
【私立】
①95,553円(3年)
②927,153円(3年)

仮に無償化した場合の
所要額：約71億円
(約4,900円/人・年)

・複数の文献等において、教育費
用の負担上昇が出生率を押し下
げることが示唆されている。
・公立高校との関係を整理する必
要がある。

乳幼児
医療費

・県制度は就学前まで500円
/1日、所得制限あり
・各市町において中学生・高
校生まで支援

【中学生まで】
①②878円
【高校生】
①②2,485円

【中学生まで】
①②158,086円(15
年)
【高校生】
①②89,460円(3年)

対象年齢引き上げた場
合の所要額：15～24億
円
自己負担、所得制限を
撤廃した場合の所要額：
8～12億円
(約200～

約2,500円/人・年)

・ほとんどの自治体で中学生まで
助成されているが、出生率の増
につながる明確なエビデンスは
見い出せていない。
・他の医療費助成とのバランスや
社会保障費全体への影響を考え
る必要がある。

※1,430,046人（個人県民税（均等割・所得割）納税義務者数）
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社会全体で応援する意識（R5県政世論調査より）

⚫社会全体で応援する意識は、「必要だと思う計」（「必要だと思う」＋「どちらかといえば必要だと思う」）
の割合が90.8％。

Q12 あなたは、希望する人が安心して妊娠・出産・子育てができるよう、社会全体で妊産婦やこども、子育て中
の人を応援しようという意識を持つことについて、どう思いますか。（SA）

(%)

必要だと思う
どちらかといえば

必要だと思う

どちらかといえば

必要だと思わない
必要だと思わない わからない 無回答

90.8 2.8

広島地方生活圏 91.0 2.9

備後地方生活圏 90.1 2.3

備北地方生活圏 89.7 3.9

男性 90.7 3.1

女性 92.1 2.5

18～19歳 75.7 0.0

20～29歳 95.3 2.3

30～39歳 92.7 3.0

40～49歳 91.0 3.3

50～59歳 92.7 3.0

60～69歳 89.7 3.7

70歳以上 89.5 1.6

必要だと 思う　計 必要だと 思わない　計

必要だと

思う　計

必要だと

思わない　計

全体

生活圏

性別

年代別

69.6

70.4

67.6

67.5

70.1

69.8

51.3

75.0

75.7

71.8

67.4

71.5

66.5

21.2

20.6

22.5

22.2

20.6

22.3

24.4

20.3

17.0

19.2

25.3

18.2

23.0

1.9

1.9

1.7

2.6

2.1

1.7

2.3

1.5

2.0

1.6

2.5

1.6

0.9

1.0

0.6

1.3

1.0

0.8

1.5

1.3

1.4

1.2

4.0

3.8

4.6

3.4

3.6

3.7

24.4

3.1

3.3

3.2

6.5

4.3

2.4

2.2

2.9

3.0

2.5

1.7

2.3

1.1

2.4

1.1

4.6

n=30以上で

全体＋10pt以上

全体＋5pt以上

全体－5pt以下

全体－10pt以下

20
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社会全体での子育ての応援

➢ 社会全体で子供を産み・育てている方を応援することについて、「応援されていると感じる」「やや
応援されていると感じる」の合計は25.8％であった。

➢ 応援されていると感じるときは、「行政のサポートを受けたとき」が最も高く48.2％であった。
➢ 応援されていないと感じるときは、「行政のサポートが得られないとき」が最も高く49.7％であった。

項目（複数選択可） (%)
家族の理解・サポートを受けたとき 46.3
親や親戚の理解・サポートを受けたとき 44.7
職場の理解・サポートを受けたとき 44.7
行政のサポートを受けたとき 48.2
友人・知人の理解・サポートを受けたとき 26.9
地域や外出先の施設でサポート（子育て向
けのサービス含む）を受けたとき

40.3

その他 0.4 
特にない・なんとなく 5.0

【応援されていると感じるとき】 【応援されていないと感じるとき】
項目（複数選択可） (%)

家族の理解・サポートが得られないとき 10.8
親や親戚の理解・サポートが得られないとき 9.7
職場の理解・サポートが得られないとき 26.2
行政のサポートが得られないとき 49.7
友人・知人の理解・サポートが得られないとき 5.8
地域や外出先の施設でサポート（子育て向けの
サービス含む）が得られないとき

28.9

その他 4.6
特にない・なんとなく 26.5

(2,044)

男性18-34歳 (195)

男性35歳以上 (976)

女性18-34歳 (235)

女性35-49歳 (638)

3歳未満 (466)

3～6歳（未就学児） (526)

小学生 (816)

中学生 (370)

高校生以上 (394)

子の学齢別

全体

性年代別

（本人）

WB後

n=

5.1

6.1

6.0

5.2

3.3

9.9

6.1

5.6

4.4

3.5

20.7

28.8

21.1

23.1

16.7

22.4

22.6

20.5

21.0

16.3

39.6

37.4

39.1

35.1

42.7

33.9

36.4

36.9

37.1

43.8

20.0

13.1

18.6

21.9

23.5

21.9

20.5

21.8

25.0

21.8

14.7

14.6

15.2

14.6

13.9

11.9

14.4

15.2

12.5

14.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
応援されていると感じる やや応援されていると感じる どちらともいえない／わからない あまり応援されていないと感じる 応援されていないと感じる

（R5広島県少子化対策・子育て支援に関する調査）
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1. 経済的負担軽減策として、家庭の収入を増やす方策（就業支援や

両立支援等）と、子育てや教育に係る費用（保育料、給食費、授

業料、医療費など）の公費負担がある中で、公費負担の更なる充

実は必要だと思いますか？

2. 行政の子育て支援策を一層強化していくには、追加の税負担も想

定されますが、そうした社会全体での負担のあり方をどう考えま

すか？

3. 経済的支援の実施にあたって所得制限を設けることは妥当だと思

いますか？

論点
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